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平成２１年工業統計調査結果報告書の概要 

（平成２１年１２月３１日現在：従業者４人以上の事業所） 

 

福島県企画調整部統計調査課 

１ 調査結果の概要 

（１）事業所数 

事業所数は、4,408事業所で、前年と比較すると488事業所の減少（前年比10.0%減）となっ

た。食料品製造業（620事業所、構成比14.1%）、金属製品製造業(427事業所、同9.7%）、

繊維工業（423事業所、同9.6%）などが上位を占めている。 

（２）従業者数 

従業者数は、167,581人で、前年と比較すると17,207人の減少（前年比9.3%減）となった。

電子部品・デバイス・電子回路製造業(17,072人、構成比10.2%)、食料品製造業 (17,019人、

同10.2%)、情報通信機械器具製造業 (14,354人、同8.6%)などが上位を占めている。 

（３）製造品出荷額等 
製造品出荷額等は、47,245 億円で、前年と比較すると 12,600 億円の減少（前年比 21.1%減）となっ

た。情報通信機械器具製造業（7,666 億円、構成比 16.2%)、電子部品・デバイス・電子回路製造業

(4,805 億円、同 10.2%)、化学工業(4,531 億円、同 9.6%)、輸送用機械器具製造業(3,807 億円、同

8.1%)、などが上位を占めている。 

（４）付加価値額 

  付加価値額は、14,959億円で、前年と比較すると4,496億円の減少（前年比23.1%減）と

なった。情報通信機械器具製造業(2,097億円、構成比14.0%)、化学工業(1,608億円、同10.

8%)、電子部品・デバイス・電子回路製造業(1,233億円、同8.2%)、輸送用機械器具製造業(1,

100億円、同7.4%)、などが上位を占めている。 

表１  

２ 速報との主な相違点 

 速報（平成２１年１０月２日公表）との相違点は次表のとおり。主な要因は速報公表以降に調査票が提

出されたためである。 
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年　　次
事　業　所　数 従　業　者　数 製造品出荷額等 付 加 価 値 額

4,408
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　　　主な調査項目 速 報 値 報告書（確報値） 増　減
事業所数（事業所） 4,390 4,408 18
従業者数（人） 165,400 167,581 2,181
製造品出荷額等（億円） 46,524 47,245 721
付加価値額（億円） 14,728 14,959 231



３ 工業統計調査の概要 

 

（１） 調査の目的 

工業統計調査は、我が国工業の実態を明らかにすることを目的とする。 
（２） 調査の根拠 

工業統計調査は、統計法（平成 19 年法律第 53 号)に基づく基幹統計として、工業統計調査規則(昭
和 26 年通商産業省令第 81 号)によって実施される。 

（３） 調査の期日 

平成 21 年工業統計調査は、平成 21 年 12 月 31 日現在で実施した。 

（４） 調査の範囲 

工業統計調査の範囲は、日本標準産業分類（平成19年総務省告示第618号）に掲げる｢大分

類Ｅ－製造業｣に属する事業所 (国に属する事業所を除く。)である。西暦末尾0,3,5,8年につ

いては全数調査を実施し、それ以外の年は従業者4人以上の事業所を対象としている。  
（５） 主な調査項目 

  事業所の経営組織、資本金額、従業者数、現金給与総額、原材料・燃料・電力使用額、有形固定

資産額、製造品等の年初及び年末在庫額、製造品出荷額、事業所敷地面積、工業用水の使用量など。 
 
 

４ 用語の解説 

 
（１）事業所数  

平成21年12月31日現在の従業者4人以上の事業所の数であり、休業中等の事業所は集計か

ら除外した。  
（２）従業者数 

平成21年12月31日現在の常用労働者数と個人事業主及び無給家族従業者数の合計である。 

（３）製造品出荷額等 

平成21年の1年間における製造品出荷額、加工賃収入額及びその他の収入額（修理料収入

等）の合計であり、消費税等を含む。 

（４）付加価値額 

次の算式により計算している。 

   

【付加価値額】= 製造品出荷額等  
＋年末在庫額（製造品 － 半製品）－年初在庫額（製造品 ＋ 半製品） 
－ 原材料使用額等 － 減価償却額 
－ （消費税を除く内国消費税額 ＋ 推計消費税額) 

 
 


